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■ 本日の内容

不燃化特区の制度の期間が令和１２年度末（令和１３年３月３１日）
までに延伸されました。

本日のミニ講座では、活用可能な支援制度や、事業期間延伸に伴い新たに
拡充された制度の内容についてご説明します。
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【本日の内容】

１．不燃化特区とは？

２．不燃化特区の支援制度について

３．本日のポイント（まとめ）



荒川区
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■東京都が進める不燃化特区制度

１．不燃化特区とは？

都は、JR 山手線外周部を中心に広く分布
している木造住宅密集地域（木密地域）に
おいて、特に重点的・集中的に改善を図る
地区を「不燃化特区」に指定しています。

不燃化特区において、区との連携のもと、
地域の不燃化を強力に推進するものとして
取組みが進められています。

■荒川区における不燃化特区の取組み

『東京都不燃化ポータルサイト』に基づき作成

○古い建物の建替え・解体に対する助成
○古い建物の除却後の住み替えに対する助成
○専門家派遣
○固定資産税・都市計画税の減免（都）

本日概要を
ご紹介します。
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１．不燃化特区とは？

区内では、『町屋・尾久地区』、『荒川・南千住地区』の
２地区が指定されています
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古い建物を解体したい方に・・・

【支援制度①】 解体工事費の助成

２．不燃化特区の支援制度について

１ 木造建築物で耐用年数の３分の２を経過したもの

（住宅の場合、築15年以上が目安です）

２ 非木造建築物で昭和56年5月31日以前に建築さ
れ、区が危険と判定したもの

古い建物を…

解体して更地へ！

対象となる建物

１ 建物所有者、又は当該建物が存する土地の所有者

２ 個人又は中小企業等（宅地建物取引業者除く）

３ 住民税・国民保険料等を滞納していないこと

※土地所有者が申請する場合は、建物所有者の承諾が必要です

助成対象となる方
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【支援制度①】 解体工事費の助成

解体工事費

助成の内容

解体する建物の延べ面積（500㎡まで）に対して

１㎡ あたり 26,000円（上限）
※消費税相当額は除く

アスベスト除去費

解体する建物の延べ面積（500㎡まで）に対して

１㎡ あたり 7,000円（上限）
※アスベスト調査に係る費用及び消費税相当額は除く

拡充されました
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【支援制度①】 解体工事費の助成

手続きの流れ

必ず事前相談を！！
内定前に工事着手すると
助成金の交付が受けられません

アスベスト除去費の加算を受ける
場合には着工報告が必要です

令和１２年度末まで
に助成金を受け取れ
るスケジュールで！
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古い木造建物を建替えたい方に・・・

【支援制度②】 建替えに伴う費用の助成

木造建築物で耐用年数の３分の２を経過したもの

（住宅の場合、築１５年以上が目安です）

古い建物を…

建替えて、
燃えにくい建物へ！

対象となる建物（解体する建物）

１ 新築する建物の建築主、又は当該建物が存する土地の所有者

２ 個人又は中小企業等（宅地建物取引業者除く）

３ 住民税・国民保険料等を滞納していないこと

助成対象となる方
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【支援制度②】 建替えに伴う費用の助成

解体工事費

助成の内容②-1

解体する建物の延べ面積（500㎡まで）に対して

１㎡ あたり 26,000円（上限）
※消費税相当額は除く

アスベスト除去費

解体する建物の延べ面積（500㎡まで）に対して

１㎡ あたり 7,000円（上限）
※アスベスト調査に係る費用及び消費税相当額は除く

拡充されました

支援制度①除却と同内容です
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【支援制度②】 建替えに伴う費用の助成

設計・工事監理費の一部

助成の内容②-2

建築に必要となる設計・工事監理に要する費用が対象となり
ます。

１ 戸建建替えの場合

戸建て（戸建住宅、店舗併用住宅等）の建築に必要となる
設計・工事監理に要する費用が対象

１～３階までの合計床面積に応じて定める額

２ 共同建替えの場合

共同住宅等（長屋・共同住宅等）の建築に必要となる設計・
工事監理に要する費用が対象で以下の①②のいずれか低い額

①１～３階までの合計床面積に応じて定める額

②建築設計・工事監理費の見積（建築確認申請に関わる費用を除く）
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設計・工事監理費の一部助成について

補助対象面積（１～３階までの合計床面積）に応じた補助額

【助成金額の例】
木造住宅を建替える際の３階までの合計床面積が200㎡となる場合

200㎡の場合
3,828,000円
となります
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【支援制度②】 建替えに伴う費用の助成

建築工事費の一部

助成の内容②-3

１～３階までの合計床面積に応じて定める額
新築する建物の耐火性能に応じて助成額が大きくなります

※詳しくは区までお尋ねください

木造住宅を…

【助成金額の例】
木造住宅を建替える際の３階までの合計床面積が200㎡となる場合

準耐火造とした場合
3,466,000円

耐火造とした場合
3,734,000円
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【支援制度②】 建替えに伴う費用の助成

高齢者同居加算

助成の内容②-4

高齢者（70歳以上）の世帯と子世帯の者等が新築の建
築物に同居し、高齢者の居住部分の床面積が20㎡以上ある場

合１棟あたり2,000,000円
※子世帯の者の要件など詳しくは区にお問い合わせください

拡充されました

土地測量費

法定外公共物（水路など）の売払いを受けた場合

売払いの申請に伴う土地測量等に要する費用を

助成
※土地売買契約書に記載された売買代金が限度となります
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【支援制度②】 建替えに伴う費用の助成

手続きの流れ

必ず事前相談を！！

内定前に工事着手すると
助成金の交付が受けられません

アスベスト除去費の加算を受ける
場合には着工報告が必要です

令和１２年度末まで
に助成金を受け取れ
るスケジュールで！
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古い建物から民間賃貸住宅に住み替えをお考えの方に・・・

【支援制度③】 住み替えに伴う費用の助成

古い建物を…

区内の賃貸住宅に
引っ越し（住み替え）

対象となる建物（解体する建物）

解体して更地へ！

１ 木造建築物で耐用年数の３分の２
を経過したもの

住宅の場合、築15年以上が
目安です

２ 非木造建築物で昭和56年5月
31日以前に建築され、区が危険と
判定したもの

対象となる建物（住み替え住宅）

１ 荒川区内にあること

２ 整備地域内の場合は耐用年数の３分の２経過した老朽建築
物ではないこと ※整備地域については区へお尋ねください

※建替え中の仮住まいではありません
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【支援制度③】 住み替えに伴う費用の助成

助成対象となる方

１ 対象となる老朽建築物に引き続き２年以上居住

２ 対象となる老朽建築物の所有者又は賃貸借契約に基づき使用して

いる賃借人であること（その者から同意を得た同居人を含む）

３ 対象住み替え住宅の貸主と締結する、契約期間を２年以上とし

た賃貸借契約の貸主であり、かつ、対象住み替え住宅に転
居すること

４ 対象住み替え住宅に転居する前であること

５ 住民税・国民保険料等を滞納していないこと

○ 対象住み替え住宅には助成対象者のほかどなたでも居住可。

ただし、住み替え前から同居している人のみが限度額の算
定人数に含まれます。
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【支援制度③】 住み替えに伴う費用の助成

転居一時金

助成の内容

対象住み替え住宅の賃貸借契約の契約時に要する礼金、権利
金及び仲介手数料の実費の合計額

住居用家財移転費用
転居に伴う住居用家財等の運搬等に要した費用のうち、自動車
運送事業者に支出した費用又はレンタカーの借り受けに
要した費用

家賃
対象住み替え住宅の光熱水費、共益費等を除いた住戸の賃
貸料の３ヶ月分（高齢者世帯は６ヶ月分）



17

【支援制度③】 住み替えに伴う費用の助成

助成金の限度額

※１ 高齢者世帯
対象建築物に居住する者の構成が以下のいずれかに該当
・70歳以上の単身者 ・70歳以上の者及びその配偶者
・70歳以上の者及びその兄弟姉妹 ・70歳以上の者のみで構成された世帯

※２ 額算定人数
対象老朽建築物に居住する者で、かつ、対象住み替え住宅に転居する者の人数

家賃の限度額住居用家財移転費用
の限度額

転居一時金
の限度額

額算定人数
※２

高齢者世帯※１

615,000 円307,500 円223,400 円307,500 円１人

738,000 円369,000 円351,100 円369,000 円２人

984,000 円492,000 円351,100 円492,000 円３人

1,230,000 円615,000 円446,800 円615,000 円４人以上
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【助成金額の例】

ケース①
家族４人の場合

ケース②
高齢者世帯の場合
（夫婦２人）

助成金額助成金の上限想定金額

400,000円615,000円400,000円

転居一時金
（礼金・権利金・仲
介手数料）

200,000円446,800円200,000円引っ越し費用

615,000円615,000円
720,000円

（月240,000円）
家賃（３か月分）

1,215,000円1,676,800円1,320,000円計３LDK（約70㎡）
に引越し

１DK（約30㎡）
に引越し

※転居一時金に敷金は含まれません

助成金額助成金の上限想定金額

220,000円369,000円220,000円

転居一時金
（礼金・権利金・仲
介手数料）

120,000円351,000円120,000円引っ越し費用

738,000円738,000円
840,000円

（月140,000円）
家賃（6か月分）

1,078,000円1,458,000円1,180,000円計
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手続きの流れ

必ず事前相談を！！

内定前に転居すると
助成金の交付が受けられません

【支援制度③】 住み替えに伴う費用の助成

令和１２年度末まで
に助成金を受け取れ
るスケジュールで！

引越し先となる住宅が、対象住み替え住宅の要件
を満たすか否かについては必ず確認してください
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【支援制度④】 専門家派遣支援制度

利用できる方

不燃化特区内であれば、専門家の派遣を
受けることができます。

以下の所有者等、または下記が存する土地の所有者等

・築15年以上の木造建築物

・昭和56年5月31日以前に建築された建築物

制度の内容
建替え・除却のための権利の移転や建替え等に関する相談に対

し、専門家を無料で派遣します。

相談時間：２時間
相談回数：同一年度に５回まで
専門家派遣先：荒川区内

派遣できる専門家
弁護士、税理士、司法書士、建築士、土地家屋調査士、
ファイナンシャルプランナー



21

【東京都の制度】 固定資産税・都市計画税の減免

老朽住宅を解体した更地に関するもの

老朽住宅を除却後に更地にした場合、不燃化のための建替えを
行った場合に税の減免を受けられる場合があります。

１ 減免される期間と割合

２ 主な減免要件

・減免される期間：老朽住宅を解体した翌年から最大５年度分
・減免される割合：住宅を除却した後の土地（設定が変更された面積）

にかかる固定資産税・都市計画税額の８割

・取壊した住宅が耐用年限の3分の２を超過している老朽建
築物であること

・防災上有効な空地として適正に管理されていると区から証明
されていること

※所有者やその他の要件など詳細は荒川都税事務所まで
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【東京都の制度】 固定資産税・都市計画税の減免

不燃化のための建替えを行った住宅に関するもの

１ 減免される期間と割合

２ 主な減免要件

・減免される期間：新たに課税される年度から５年度分
・減免される割合：新築した住宅に対する固定資産税・都市

計画税額の全額

※減免の対象となる戸数は建替え前の家屋により異なります。

・解体した家屋と新築した住宅の所有者が同一であること

※取り壊す家屋や新築住宅の要件など詳細は荒川都税事務所まで
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【東京都の制度】 固定資産税・都市計画税の減免

手続きの流れ

ポイント！

ポイント！
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３．本日のポイント

専門家派遣制度・相談会を積極的に活用しましょう！

事業期間が令和12年度末までとなりました。

建物の解体に関してアスベスト除去に伴う加算助成される
場合があります。

建替えを行う際、高齢者世帯と子世帯等が同居する場合

に加算助成される場合があります。

建替えや解体、住み替えを行うならまずは事前に相談をしてく

ださい。内定していなければ助成金の交付が受けられなくな
る恐れがあります。

都の税金減免については申請の時期に注意。
更地→毎年申請が必要
建物→新築した年の翌々年の２月末日まで

工事等の実際の額と助成額の上限額のうち、低い額が助成額
となります。
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不燃化特区全般について

制度に関するお問い合わせ先

荒川区 防災都市づくり部
住まい街づくり課 防災街づくり係

電話 ０３－３８０２－４０７９

税の減免について

荒川都税事務所
固定資産税課 固定資産税班

電話 ０３－３８０２－８１１６



ご清聴ありがとうございました
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